
書式第 12号 (法第 28条関係)

2022年 度  事 業 報 告 書

2022年 4月 1日 から 2023年 3月 31日 まで

特定非営利活動法人 シャプラニール=市民による海外協力の会

事業の成果
シャプラニールを支える人々への感謝を伝えることをテーマとし、創立50周年記念事業を実施した。

財政的には、Om資金の返還金の発生や物品寄付の不調、歴史的な円安の影響等により、大幅な赤字決算
となった。各地で行っている事業については、ほぼ予定通り進めることができた。

0海外活動

(子 どもの今を支え、明日を守る)

バングラデシュで行っている家事使用人の少女支援事業では、運営している3セ ンターのうち、2カ所
について他団体や地域住民への委譲に向けて準備を進めたほか、2023年度以降の新たな事業展開に向け
て、パー トナー団体の選定を行った。地域全体で子どもの権利に対する理解が進み、学校へ通えるように
なった子どもも増えた。「家事使用人の権利保護および福祉政策 2015*」 の法制化を目指すキャンペーン
では、新たな協働先との準備ミーティング等を実施。テレビ、ラジオ、SNS等のメディアを通じた情報発
信を通じてインパクトの拡大に力を入れた。

ネパールの児童労働削減プロジェクトでは、地方行政と共に策定した児童保護政策と児童労働撲滅行動
計画を普及するキャンペーンを展開し、地域の人々の積極的な動きが確認された。子どもを働きに行かせ
るリスクの高い世帯の子どもと保護者に対して、緊急食糧支援、教育支援、生計向上やスキルアップ支援
などを実施し、子どもたちが児童労働に陥るリスクを回避することに貢献した。

バングラデシュの初等教育普及事業では、COVID-19感 染拡大対策として2021年9月 まで続いた教育機
関閉鎖の影響によリー時的に就学率が低くなったが、退学した子どもや地域住民への働きかけの結果、就
学率は改善した。また、地域の人々が教育環境の改善に向けた取り組みを積極的に行うようになるなど、
地域社会の変化が確認された。

(災害に強い地域づくり)

バングラデシュで実施したサイクロン被災地の復旧0復興事業では、道路、井戸、 トイレ、サイクロン

シェルターなどのインフラ整備を実施。活動の準備段階から地域住民を巻き込むことを意識し、インフラ
の管理委員会の結成やその能力強化を行った。

「One River One Community*」 をコンセプ トにネパールで行つている洪水リスク削減プロジェクトで
は、増水時の緊急連絡網使用、迅速な被害状況の確認などコミュニティ、区、市の各レベルの災害管理委
員会の積極的な動きがみられた。対象河川で土提等のインフラ設置を実施するとともに、研修や修繕資金
の積み立てなどによリインフラの維持管理体制の持続可能性を高めた。

(在住外国人を対象とした課題解決の取り組み)

新宿区内で、町内会や地域ネットワーク組織との関係構築を進めた。また、在住外国人と地域住民、互
いの理解を深める交流会を開催したほか、フー ドパントリー・生活相談会を計4回実施し、参加者からの

相談を受けた。

0国内活動・広報

(フ アンドレイジング)

ウェブ広告を通じ、継続 してマンスリーサポーターの新規申込があり、マンスリー寄付収入は過去最多
となった。ステナイ生活 (物品寄付プログラム)では、営業活動により新たに2つの生活協同組合との連

携を開始した。寄付を呼びかける記事の掲載時期や生協による組合員への封筒配布の時期が後ろ倒 しにな
ったこともあり年度内の寄付件数が大幅に減少した。

(市民参加・クラフトリンク)

地域連絡会*では、地域に合わせた取 り組みを継続 して行い、対面イベントも徐々に再開している。大

学のボランティアプログラムの受け入れや企業でのフェア トレー ド学習会などを通 して、他セクターとの

協働によるフェア トレー ドの普及に継続 して取 り組んだ。急激な円安や輸送費高騰の影響による原価高に
より、クラフ トリンクの収支としては厳 しい状況が続いた。



(広報)

退会率低減と他の活動への参加促進を目的とした施策立案のため、会員・マンスリーサポーターヘのア
ンケー ト調査を実施。その結果を受け寄付者限定ウェプページの作成などを企画した。ゴミ問題に対する
発信を行うお笑い芸人との協働を進め、インフルエンサーを巻き込んだ新たな展開をつくった。

0組織運営

急激な円安の進行による財政悪化への対応として、海外事業の計画を変更し費用の削減を図ったほか、
東京事務所の研修費や、会報の発行を1回停止するなどによる広報費用を削減する等の対策を行った。
国際協力NGOセ ンター (JttIC)*の ジェンダー平等推進ワーキンググループのコアメンバーとして、国
際協力分野の組織および事業におけるジェンダーの主流化に取り組んだほか、NGO―JICA協議会のコーデ
ィネーターなど、ネットワークの中心的な役割を継続した。また、G7広島サミットや開発協力大綱改定
に向けた市民社会組織のアドボカシー活動中にも積極的に参加した。理事の発案によるシャプラ未来プロ

ジェクトを開始、バングラデシュにおける新規事業の立案をスタッフの全員参加によって進めた。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業

事業名 事業内容
実施

日時
実施場所

従事者

の人数

受益対象者
の範囲及び

人数

事業費の

金額 (千

円)

家事使用人を対象とした支援センター

をダッカ市内 3か所にて運営。基礎的

な教育や技術研修を実施。
通年

バングラデシ
ュ・ダッカ市

家事使用人

として働 く

少女、約

1,000.人

13,031

家事使用人保護に関する法令が適切に

実施されるよう行政への働きかけ及び
コミュニティラジオ等による啓発活動

通年

バングラデシ

ュ・ダッカ

市、全国

市民、

1,310万人
1,346

通年

バングラデシ

ュ・ダッカ

市、ノルシン

ディ県、ディ
ナジプール県

対象地域の

児童、約

12,000.人

34,240

初等教育から取り残されている子ども

たちが、教育を受ける権利を得る教育

環境の実現を目指し、教育環境の改

善、ア ドボカシー等の各種取組み

児童労働撲滅に貢献することを目的

に、児童の権利保護に関する行政の活

性化を促す活動や児童労働 。虐待等に

関する電話相談事業の支援

通年

ネパール・マ

クワンプール

郡他

対象地域の

住民、約

18,000.人

16,721

生活向上

の機会を

著しく奪

われてい

る人々の

問題解決
への協力

事業

在住外国人を対象とした課題解決の取

り組み 。食料支援や相談業務等 通年

日本 。東京 在住外国

人、約 50

世帯

173

サイクロンアンファン被災地の貧困世

帯を対象とした復旧支援事業 通年

バングラデシ

ュ・クルナ県

被災地の住

民、約

12,000世帯

96,316

災害その

他の緊急

事態に対

する救

援、復興

協力およ

び防災事

業

住民主体の洪水・土砂崩れリスク削減
プロジェクト:地域住民が主体的に取

り組むコミュニティ防災事業への支援 通年

ネパール・チ

トワン郡
洪水・ 土砂

崩れ常襲地

の住民、約

3,760人

55,527

現代社会
の諸問題

の啓発お

よび問題

解決に向

けた政策

提言事業

青少年グループをチェンジメーカーと
した気候変動対応事業

通年

バングラデシ
ュ・クルナ県

対象地域の

青少年、約

3,700人

4,897

生活向上

をめざす

人々が作

る生産物

の普及ま

たは紹介

を通じた

フェア トレー ド事業 :バングラデシュ

およびネパールの貧困層が製造した手
工芸品を輸入販売することにより、現

地での雇用創出や国内での文化紹介を

行う。

通年

バングラデシ
ュ、ネパー

ル 、 日本
“
４

バングラデ

シュ及びネ
パールの生

産者、約

5,000.人

19,633



雇用創出

事業

(2)その他の事業

6,142

開発教育

に関する

事業

開発教育活動 :講演会 。ワークショッ

プ開催、開発教育教材製作・販売、ス

タディツアー等の実施、講師派遣等

通年

日本

事業名 事業内容
実施 日

時
実施場所

従事者
の人数

受益対象者
の範囲及び

人数

事業費の金

額 (千円)

実施 しなかった



書式第 13号 (法第 28条関係)

1.受取会費
正会費
賛助会費

2.受取寄付金
一般寄付
マンスリーサポー ト
物品寄付
基金・指定寄付
緊急救援募金

3.受取助成金等
外務省無償資金
民間助成金

4.事業収益
クラフト商品販売
国内活動収益
知的貢献活動収益

5.その他収益
受取利息
雑収入

経常収益計
Ⅱ経常費用
1.事業費
(1)人件費

給与 口賞与
臨時雇賃金
通勤手当
法定福利費
退職給付費用
役員報酬
その他人件費
人件費計

(2)その他経費
海外プロジェクト費
国内活動費
商品売上原価
知的貢献活動費
運搬費
広報宣伝費
会議費
旅費交通費
業務委託費
手数料
諸会費
出店料
商品開発費
研修費
地代家賃
水道光熱費
通信費
消耗品費
租税公課
新聞図書費
賃借料
保険料
修経費
減価償却費
貸倒損失等

2022年度 活動計算書
2022年4月 1日 から2023年3月 31日 まで

71,162,318

142,059,942
314,829

5,913,910
8,415

523,267
694,100

1,788,398
6,667,617
1,227,360
5,859,241

70,722
93,320
18,930

347,098
4,546,543
346,584
436,000

1,656,552
1,205:151

18,237
15,348

795,883
913,638
501,818
147,559

325,666,710

Ｑ
）

62,366,04

1

27,717,1

14,143,01

117,1

176,324,1

16:426,1

57,226,971
2,409,042
1,197,809
7,420,408

1,779,000



書式第 13号 (法第28条関係)

2022年度
2022年 4月 1日 から2023年3月 31日 まで

1劃言l韮豊L壺」星週血湿LΔシ」E二左ZΞ生
=二
些亘己邑L」L五適1211自L210L鐘

LD日
=|

248,026,406

83.737.739

25,203,024
6,2721736
1,398:435
5,599:554
1,041:938
1,221.000
101_042

9;

1

1

56,84

4,742,1

235,

3,405,

105_701_779

雑費
その他経費計

事業費計
2.管理費
(1)人件費

給与・賞与
臨時雇賃金
通勤手当
法定福利費
退職給付費用
役員報酬
その他人件費
人件費計

(2)そ の他経費
広報宣伝費
会議費
旅費交通費
手数料
諸会費
研修費
地代家賃
水道光熱費
通信費
消耗品費
租税公課
新聞図書費
賃借料
保険料
修繕費
減価償却費
雑費
その他経費計

管理費計
経常費用計

税引前当期正味財産増減額
法人税、住民税及び事業税
当期正味財産増減額
前期繰越正味財産
次期組越正味財産



書式第15号 (法第28条関係)

2022年度 貸借対照表
2023年3月 31日 現在

」1贅ヨ1墨1担|■1謝1血法人ユ1宝塑|三二
=:ユ

ニ童居正1盛墨菫1堕1出1践IL2金

[置 日
=

235,836,589
69,016

5,470:105
4,354=097

53,938
2,579,486
458,205
387,123

1.800.100

16,548
1.987.394
2.003.942

E
E

565]197
18]106,265
4.000.058

22.671.520

251

169,982,342

374,519
14,510,111

3,071,158
126,701,738

360,584
32,460

127,595
188,400

1,038]900
70,000

3.164.881

16,046,250
1,495,746
2.800.000

,7ら_6R41,1

I資産の部
1.流動資産
現金預金
売掛金 (注 )

有価証券
商品
貯蔵品
未収金
前払費用
仮払金
前払金
流動資産合計

2.固定資産
(1)有形固定資産
車両
什器備品
有形固定資産計

(2)無形固定資産
ソフトウェア
無形固定資産計

(2)投資その他の資産
敷金
退職積立預金
みらいフアンド積立預金
投資その他の資産計

固定資産合計
資産合計

Ⅱ負債の部
1.流動負債

買掛金
未払金
未払費用
前受金
仮受金
預り社会保険料
預り源泉所得税
預り住民税
未払消費税
未払法人税等
賞与引当金
流動負債合計

2.固定負債
退職給付引当金
指定寄付引当金
みらいファンド預託金
固定負債合計

負債合計
Ⅲ正味財産の部

前期繰越正味財産
当期正味財産増減額

正味財産合計
色倍及び正嗅財産合計

111,869,214
▲ 6.167.435

,651



書式第16号 (法第28条関係)

2022年度 計算書類の注記

螢」
=:日

堕歴□L法人:塑Ettl■≧:上」匝弘塾登i団団LD金
重要な会計方針
計算書類の作成は、NPO法 人会計ふ率(2010年 7月 節日 a17年 12月 12日一部改正 NPO法人会計薔率協臓会)によっています。

欄卸責産の評薔薔準及び評価方法
欄卸責産の押薔薔率は原価薔準により
固定資産の議●償却方法

諄輌方法は総平均法によっています。

法人税法の規定に基づいて、有静固定資産は定率法で、無静固定資産は定額法で償却しています。
退職綸付引当金の計上基準
職員の遅朧綸付に備えるため、当期末における退職綸付債薔に基づき当期末に発生していると日められる金額を計上しています。なお退職綸付債務は期末自己椰合要支綸額に薔づいて
計纂しています。

(4)消 費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込経理方式によつています。

2. 事業別損益の状況
事業別損益の状況は以下の通りです (

(1)

(2)

(3)

科 日 事業部門 管理部門 合計

I 騒常収壺
1.彙取会費
2.受取寄付金
3.受取助咸金等
4.事業収姜
5.その他収益

経常収差計
E経常費用

(1)人件費
綸与・賞与
臨時■賃金
通塾手当
法定権利費
退職綸付費用
役員報■
その他人件費
人件費計

(aその他経費
海外プロジェクト費
国内活動費
商品売上原薔
知的費献活動費
運搬費
広報宣伝費
会■費
旅費交通費
業職■籠費
手数料
籠会費
出店料
商品開発費
研俸費
地代家賃
水道光熟費
通信費
消耗品費
租税公凛
新聞口書費
■借料
保険料

“

費
減価償却費
賃倒損失等
雑費
その他経費計

経常費用計
当期経常増量■

0
0

1■ ,24,1■
0

1_263_1“
348,250

0

0
0
0

0

0
0

14,143,013
401_582

1“ ,000

0 0
0
0

1,9(И ,876
0

0
140,000

176,324,176
16,4“,13D
l.754.740

12,873,292

116,984,540
0
0

1.163.814

12,873,292

117,124,549

176,3214,176

16,426,139

2.918.554

177.587.334 348.250 14.631. 140. 1.934_876 194_645」 131.021.655 325_α ЫB_7

47,628,760
1,112,777

“

1,005

5,695,203

017,653
1,314,000

276.912

2,600,804

0
199,071

463,45X〕

50,27
126,000

4.321

5,698,998

1,296.265

323,205
1,03D,0(Ю

l",735
276,αЮ

9.4綺

0
0
0
0
0
0

1,300,401

0

",528231,725
29,614
63,000
2.161

57.1226,971

2409,042
1,19,300
7.420,408

836,229
1,779,000

22859

25,知3,舵4
6,272,736

1,390435
5,599,554

1,041,9“

1,221,0∞

101.042

82,42,995
8,601,78
2,596,244

13,019,962

1,878,167

3,000,000

393.901

142,059,“ 2
0
0
0
0

“

,37
1,785,191B

6.234,281

0
5,251,249

m,722
0
0

鋼:7,098

3,734,760

269,891

297,371

1,363,217

725,200
18,237

9,301

715,861

858,621

501,700
0

6g2_田降

0
314,829

0
0
0
0
0

48,616
0

71,511

0
0
0
0

155,936
14,732

21,343
44,920

0
0

1,144

∞,035
3,553

5
0
0

0
0

5,913,910

0
523.267
645,223

0
343,246

1,227,徴Ю
502,046
10,000

03,320
18,"0

0
57,8“

“

,595
100,640
225,2Ю
389,665

0
4,241

20,“ 9
49,“7

20
1″ ,GЮ

7"

0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0

0
0
0

8■ 15
0
0

3.200
41,474

0
箕,4"

0
0
0
0

77,968
7,366

7,046
23,146
90,2(HB

0
572
338

1,777

3
0
0

142,059,942
314,829

5,913,910

8,415
523,267
694,100

1,788.398

6,(H37.617

1,227,300

5,359,241

70,722
93,320
18,930

347,098
4.546,543
346,584
436,000

1,656.552

1,2()5,151

18,237
15,348

795,883
913.638
501,818
147.559
693_626

0
0
0
0
0

15,250,425

3.200,322

858,219
0

9,106,365
592,000

0
0

75,500
2,818,308
235,712

3,`MD5,702

2,333486
4,742,109

1,349

26,312
111,902

“

,347

“0
4_488

142,059,“ 2
314,329

5,913,910

8415
523,267

15,944,525

5,069,020

7.525,830

1,227JЮ
14.965,606

662,722
93,320
18,ⅨЮ

422,田旧
7,304,851

582,298
3,341,782

3,990,038

5,1)`7,260

191586

42,1010

"7,785970,4関
501,902
1″ .5田
698_114

104.974. 726.624 296.

222.200.0. 4.170.497 19.633.0. 1.962.075 248.026.` 83.7377 331.764.1`

1

T

甲



3.使途等が制約された寄付等の内訳

使途等が

“

的された寄付等の内訳は以下のとおりです。当法人の正味財産は105,701,779円 ですが、そのうち

“

,110,937円 は緊急猿援活動に、2),314,田 6円は新規事業等 (みらいフアンド)に使
用される財産です。したがつて使途が‖釣されていない正味財産は51,275,976円 です。

4.固定責産の増滅内訳

5.みらいフアンドの増減内訳

___lCl[]:1:][11,型 :ヱ1______________コ ■______________________________

旧定書付(みらいフアンド) 14,7r{.S651 s,om,o{n

34,1正壼
=コ

33,e70,$71 rlo,om

ヨ_LL=iL」
庁少年グループをチェンジメーカーとした気彙壼動への対応活動 2年 1 て計上していたものを当期収益計上

1
1

青少年グループをチェンジメーカーとした気彙壼動への対応活動 3年
口

ネパールマクワンプール郡における児童労働に陥るハイリスク児童ヘ

層=FT=ロ

l

°
|

回 亜 エ 2∞.0001    01
:     l

手ゃイル :|・ ヘルプ・ うイン」E= ol 2,mo,ooo z,ooo,oool 01

Ю21年度NGO海外援助活動助成
n寺

“

薔動
:家事使用人として働 く少女のため

:

。
|

田 王 国
…

51  01

:家事使用人として働 く少女のため
l

01 1,ooo,oom

Ю21年度公益活動助成金 :児童労●に陥るハイリスク児童へのラジ
■■■

l

。
|

349,00徊

"22年
度開発・ 育成活動助威金 :憲事使用人として働 く少女のため

の 吉彗 ● シ4-口 螢 嬌 ●|

l

01 2,000,000

家事使用人として働く少女たちの権利を守るためのアドポカシーキヤ
l

°
|

田 亜璽 鰤 ,∞01    。

|

バングラデシュでの家事使用人として働 く少女への教育・職桑コl練 支

“

プロ
'7々

に

l

01 175,001 1・ ∞01  。
|

フードバントリーを憲口とした生活支援、及び、市民との交流による
r-a:rt T.,zlH

外務省 日本NGO連機無債資金協力
マクワンプール郡児童労働閣議事業 2年次

l

01 18,604,90( リ

チ トワン椰における水害リスク軽減のための広域流域管理プロジェク
ト ■4Eカ

l

01 46,320,001
´̂ _^^^^^l       ^1前 期前曼金としていたものを当期収益計上 (但 し返40,3a,0001      01遺

見込颯∞0,∞0円を捜除 )

すべての子どもたちが等 しく継機的に初等教育を受けられる地域づく
l

01 33,641,553 ^^^.´ _́^|       ^1前 期前曼金としていたものを当期収益計上 (但 し返
●●,041,0"l      υ

l選見込額∞0,∞0円を控除 )

外務省 日本NGO連携麟償資金協力
サイクロン・アンフアン被災地の負目層を対彙とした仁旧支援事業

l

01 73,892,163
__^^^´ ^^|       ^1前 期前晏金としていたものを当期収益計上 (但 し返
′°

'°
シ

'・・・ l      
υ
l還見込額700,∞ 0円を控除 )

外
"百

日不NW燿
"澪

頂買=疇
刀

チ トワン椰における水書 リスク軽減のための広城読墳管理 プロジェク
ト

l

°
|

241,121 241,

すべての子どもたちが等しく継機的に初等教育を受けられる地壌づく

" n生
カ

l

°
|

92,859 “
02‐ |       ハ1当期受入額

",田
6,235円 のうち、33,田3,376円 は前受

“ '°"l       υ
l金

として貸借対照表に配

"
チトワン椰における水審リスク軽減のための広壊流崚管理プロジェク ▲ 1,318,101 ^,,.,r,,0,1 ol.+cx*ttc

しく盤続的に初等教育を受けられる地壌づく

ol r a,sr,rzr r s,srr,rzsl olr+e*nrl*
▲ 2,500,00C ^r,*,*rl ol.na**,tlc

科 目
期百

詢 魯価 麟 回コ 減少 日工工
=□

期 末 聾 li型
期 末

11.115,671

3.3∞。778

99,“ 1

18,105,971

0
976.713

2",47
294
6日

0

26489

0

252,491

個

△ 1

△ 7

0

0

0

11,115,670

4,346,995

0

505,19フ

18,106,265

11,099,122

2.359,601
16.548

1,987.394

565,197
18,106,265

6.使途等が制約された寄付等からの充当金(223年3月 31日 現在)



科 目

245,900
264766

12,154,727
213,410,373

1,928,“

“2,761,724
69,“3

1.″7,∞ 1

3.202,911

69,016
5,470,105
4,354,007

S3,938
1,:ЮO,α〕0

1,000,(X〕D

79,4(Mう

131,381

91,747
91,699
139,870
387,123
520,172

1.270.928

16,548
1.987.394

2.003.942

327,4(Ю

237,747
10,106,2蟹う5
4.000.058

22.671.520

251,000,659

149,640,346

2

"
1

1 1

172,718
136.400
05,401

4,600,000
3,909,104
2,4()3,002

669,∞0
512,002
741,055

1,673,238

3,071,1“
125,014,931

1.611,007

75,000
3∞ ,504
32,4Ю
127."5
1“,“0

1,038,αЮ

70,000
3.164.801

16,040,250
1,495,740
2.000.000

105.701.779

:資産の都
1.流働資産

現金預金 現金 目内事務所
現金 海外事務所
(株)ゆうちょ銀行
(株)三菱UFJ銀行
(株)三井住友銀行
Sona:i Bank
Janata Bank
Dutch‐ Bang:a Bank
N日わil Bank

売掛金 (注 )

有価証券
商品
貯蔵品
未収金

野村腱券 (株 )

前払費用

(公財)ウェスレー財団
〈―財)ゆうちょ財団
その他
三井住友海上火災保険(株 )

日新火災海上保険(株 )

(株)KDD:ウェブコミュニケーションズ
その他

仮払金
前払金 国内事務所分

海外事務所分
流動責産合計

2.固定資産
(1)有移固定責産

車両
什彗備品
有形固定責産計

(2)無膠固定資産
ソフトウェア
無影固定資産計

(3)投資その他の資産
敷金保証金

鶏賜鷲

資産合計嵩亀1理酢
要窪計

(公財)早稲田奉仕□
海外事務所分
(株)三菱UFJ銀行
(株)三菱UFJ銀行

肛負債の都
1.流動負債

■掛金 (株)SHANT:・ SHANT:COFEE FARM
(株)チモトコーヒー
その他
外務省
(特活)ジャバンプラットフォーム
新宿年金事務所
ソーシャル・エンライトメント(株 )

日本郵便 (株 )

国内その他
海外事務所分
未払給与等
外務省
三菱商事 (株 )

その他

未払金

未払費用
前受金

負

書式第17号 (法第28条関係)

2022年度 財産目録
2023年 3月 31日現在

盤症盛」ロロロロ仏ユ:=22二
=匹

」壺民L生:登漫生盤左の金

(1主 ) 1当 ,651円 る



書式第 18号 (法第 28条関係 )

2022年度 年間役員名簿

2022年 4月 1日から 2023年 3月 31日 まで

特定非営利活動法人シヤプラニール=市民による海外協力の会

役名 氏名 田ヨ圃
報酬を受けた

期間

ロヨ 下澤嶽
R4年 4月 1日 ～

R5年 3月 31日
年 月 日～

年 月 日

国ヨ
日比野志津代

(吉富志津代)

R4年 4月 1日 ～

R5年 3月 31日
年 月 日～

年 月 日

ロヨ
柴田麻理子

(後藤麻理子)

R4年 4月 1日 ～

R5年 3月 31日
年 月 日～

年 月 日

ロヨ 定松栄―
R4年 4月 1日 ～

R5年 3月 31日

年 月 日～

年 月 日

□ 子島進
R4年 4月 1日 ～

R5年 3月 31日

年 月 日～

年 月 日

□ 坂口和隆
R4年 4月 1日 ～

R5年 3月 31日

R4年 4月 1日 ～

R5年 3月 31日

□□ 石渡正人
R4年 4月 1日 ～

R5年 3月 31日
年 月 日～

年 月 日

理事
佐藤麻衣

(椎名麻衣 )

R4年 4月 1日 ～

R5年 3月 31日

年 月 日～

年 月 日

□□ 大西靖典
R4年 4月 1日 ～

R5年 3月 31日

年 月 日～

年 月 日

□
野口真弓

(村山真弓)

R4年 4月 1日 ～

R5年 3月 31日

年 月 日～

年 月 日

□ 大橋正明
R4年 4月 1日 ～

R5年 6月 18日
年 月 日～

年 月 日

□日 冨田さとこ
R4年 4月 1日 ～

R5年 3月 31日

年 月 日～

年 月 日

□日 曰
=ヨ

R4年 4月 1日 ～

R5年 3月 31日
年 月 日～

年 月 日

監事 肛運ヨ
R4年 6月 18日～

R5年 3月 31日

年 月 日～

年 月 日

以下余白



書式第 19号 (法第 28条関係)

社員のうち10人以上の者の名簿
2023年 3月 31日 現在

特定非営利活動法人シャプラニーノ陸:市民による海外協力の会

氏  名

下澤嶽

柴田麻理子

(後藤麻理子)

定松栄―

４４ 子島進

坂口和隆

【
Ｌ 石渡正人

佐藤麻衣

(椎名麻衣)

口

】 大西靖典

野口真弓

(村山真弓)

10
日比野志津代

(吉富志津代)


